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１ 令和３年度決算に基づく健全化判断比率報告書 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 3 条第 1 項の規定によ

り，健全化判断比率を次のとおり報告する。 

 

（１）総括表 

（単位：％，ポイント） 

区 分 
実質赤字 

比 率 

連結実質赤字 

比 率 

実質公債費 

比 率 

将来負担 

比 率 

令和３年度決算 

健全化判断比率 

（Ａ） 

― ― ５．７ ― 

令和２年度決算 

健全化判断比率 

（Ｂ） 

― ― ６．４ ― 

比較 

（Ａ）－（Ｂ） 
― ― △０．７ ― 

(早期健全化基準) （１４．０５） （１９．０５） （２５．０） （３５０.０） 

(財政再生基準) （２０．００） （３０．００） （３５．０）  

注 実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び実質公債費比率又は将来負担比率がない場

合は，「－」を記載している。 
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＜参 考＞ 比率の概要 

区   分 概      要 

実質赤字比率 
（一般会計の実質赤字の比率） 

福祉，教育などまちづくりを行う一般会計の赤字の程度

を指標化し，財政運営の深刻度を示す比率。 

【算出方法】 

歳出に対する歳入の不足額（いわゆる赤字額）を町の一

般財源の標準的な規模を表す標準財政規模の額で除した

ものである。 

連結実質赤字比率 
（全ての会計の実質赤字の比率） 

公営企業を含むすべての会計の赤字や黒字を合算して，

町全体としての赤字の程度を指標化し，全会計の深刻度を

示す比率。 

【算出方法】 

町全体としての歳出に対する歳入の資金不足額を町の

標準財政規模の額で除したものである。 

実質公債費比率 
（公債費等の比重を示す比率） 

町の借金にかかる元金及び利息の支払いが公債費で，町

の経常的な収入に対する公債費の割合を指標化した比率。 

【算出方法】 

公債費や公債費に準じた経費を町の標準財政規模を基

本とした額で除したものの３か年の平均値である。 

将来負担比率 
（地方債残高のほか一般会計が

将来負担すべき実質的な負債を

捉えた比率） 

公債費や将来支払わなければならない負担金等の残高

（将来負担額）の程度を指標化し，将来財政を圧迫する可

能性が高いかどうかを示す比率。 

【算出方法】 

将来負担額から負債の償還に充てることができる基金

等を控除の上，町の標準財政規模を基本とした額で除した

ものである。 

 



 3 

（２）実質赤字比率 

   令和３年度は，一般会計に実質赤字額がないため，値が出ていない。 

 

ア 一般会計の実質収支額 

（単位：千円） 

会

計

名 

年 度 

 

歳入総額 

 

Ａ 

 

歳出総額 

 

Ｂ 

 

歳入歳出 

差引額 

Ｃ(A-B) 

翌年度へ 

繰り越す 

べき財源 

Ｄ 

 

実 質 

収支額 

Ｅ(C-D) 

一

般

会

計 

令和３年度 

（Ａ） 
13,835,571 13,067,968 767,603 249,749 517,854 

令和２年度 

（Ｂ） 
15,435,597 14,705,918 729,679 173,676 556,003 

比較（Ａ）－（Ｂ） △ 1,600,026 △ 1,637,950 37,924 76,073 △ 38,149 

 

       （単位：千円） 

年 度  

区 分 

令和３年度 

（Ａ） 

令和２年度 

（Ｂ） 

比較 

（Ａ）－（Ｂ） 

イ 標準財政規模 6,988,265 6,485,782 502,483 

 うち 

臨時財政対策債発行可能額 
570,963 382,499 188,464 

 

（単位：％，ポイント） 

ウ 実質赤字比率 

令和３年度 

（Ａ） 
― 

※実質収支比率  

7.41％ 

令和２年度 

（Ｂ） 
― 

※実質収支比率 

8.57％ 

比較 

（Ａ）－（Ｂ） 
― 

※実質収支比率 

△1.16ポイント 

注 実質赤字額がない場合は，「－」を記載している。 

 

【算定方法】 

 

 実質赤字比率 ウ ＝                      

 

アのＥ欄（※マイナスの場合のみ） 

イ 
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（３）連結実質赤字比率 

   令和３年度は，一般会計，その他の会計のいずれも実質赤字額がないため，値

が出ていない。 

 

（単位：千円） 

年 度  

区 分 

令和３年度 

（Ａ） 

令和２年度 

（Ｂ） 

比較 

（Ａ）－（Ｂ） 
備 考 

ア 一般会計の実質収支額 517,854 556,003 △ 38,149 
（２）アのＥ

欄 

イ その他の会計の資金不

足額又は資金剰余額の

計（①+②+③+④+⑤） 

722,216 710,592 11,624 

資金不足額

がある場合

は，マイナス

（△）で表示

する。（比較

（Ａ）－（Ｂ）

欄を除く。） 

 

① 
国民健康保険

特別会計 
67,194 56,453 10,741 

② 
介護保険特別

会計 
93,641 70,348 23,293 

③ 
後期高齢者医

療特別会計 
972 451 521 

④ 
公共下水道事

業特別会計 
2,521 130 2,391 

⑤ 水道事業会計 557,888 583,210 △ 25,322 

ウ 標準財政規模 6,988,265 6,485,782 502,483 
臨時財政対

策債発行可

能額を含む。 

 

（単位：％，ポイント） 

エ 連結実質赤字比率 

令和３年度 

（Ａ） 
― 

※連結実質収支比率 

17.74％ 

令和２年度 

（Ｂ） 
― 

※連結実質収支比率 

19.52％ 

比較 

（Ａ）－（Ｂ） 
― 

※連結実質収支比率 

△1.78ポイント 

注 連結実質赤字額がない場合は，「－」を記載している。 

 

 

【算定方法】 

 

 連結実質赤字比率 エ ＝                      

 

[ア＋イ]（※マイナスの場合のみ） 

ウ 
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（４）実質公債費比率  

   令和３年度の実質公債費比率は 5.7％で，令和２年度と比べ 0.7 ポイントの減

となっている。 

   その主な要因は，令和元年度以降の実質公債費比率（単年度）は，平成 15 年

度に借り入れた新開蟹原線道路改良事業に係る地方債の償還完了等による「地方

債の元利償還金（ア）」の減により大きく下がり，償還完了前の数値の高かった

平成 30 年度の実質公債費比率（単年度）が実質公債費比率（３か年平均）の算

定から外れたことによるものである。 

（単位：千円） 

年 度  

区 分 

令和３年度 

（Ａ） 

令和２年度 

（Ｂ） 

比較 

（Ａ）－（Ｂ） 
備 考 

ア 
地方債の元利償還金 

（公債費充当一般財源額） 
967,905 907,117 60,788 

※繰上償還金を

除く。 

イ 準元利償還金 355,728 315,124 40,604 

○公営企業債繰

入金 

○公債費に準ず

る一部事務組合

等負担金  

○公債費に準ず

る債務負担行為 

ウ 

基準財政需要額に算入

された公債費及び準公

債費 

947,468 915,725 31,743 
基準財政需要額 

災害復旧費等    

事業費補正          

エ 標準財政規模 6,988,265 6,485,782 502,483 
臨時財政対策債

発行可能額を含

む。 

 

（単位：％） 

オ 実質公債費比率（単年度） 6.23 

R元 5.47％ 

R２ 5.50％ 

※参考 H30 8.28％ 

 

（単位：％，ポイント） 

カ 実質公債費比率（３か年平均） 

令和３年度 

（Ａ） 
５．７ 

令和２年度 

（Ｂ） 
６．４ 

比較 

（Ａ）－（Ｂ） 
△０．７ 

【算定方法】 

                  

 実質公債費比率（単年度） オ ＝ 

[ア＋イ]－[ウ] 

エ－ウ 
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（５）将来負担比率 

   令和３年度の将来負担比率は，将来負担額へ充当可能な財源が将来負担額を超

え，将来の負担がマイナスとなったため，値が出ていない。 

その主な要因は，繰上償還等による「一般会計に係る地方債の現在高（ア）」

の減（△194,151 千円）や，償還額が借入額を上回ったことによる「一般会計以

外の特別会計に係る地方債の償還に充てるための一般会計からの繰入見込額

（ウ）」の減（△263,270千円）によるものである。 

（単位：千円） 

年 度  

区 分 

令和３年度 

（Ａ） 

令和２年度 

（Ｂ） 

比較 

（Ａ）－（Ｂ） 
備 考 

ア 
一般会計に係る地方債

の現在高 
9,383,964 9,578,115 △ 194,151  

イ 
債務負担行為に基づく

支出予定額 
0 0 0  

ウ 

一般会計以外の特別会
計に係る地方債の償還
に充てるための一般会
計からの繰入見込額 

3,466,668 3,729,938 △ 263,270 

水道事業会計及
び公共下水道事
業特別会計の繰
入見込額 

エ 
組合が起こした地方債
の償還に係る地方公共
団体の負担見込額 

437,613 435,597 2,016 
安芸地区衛生施
設管理組合 

オ 
退職手当支給予定額に

係る一般会計負担見込

額 

684,084 727,895 △ 43,811 
一般会計対象職

員 

カ 
設立法人の負債の額等

に係る一般会計負担見

込額 
0 0 0  

キ 連結実質赤字額 0 0 0  

ク 
組合等の連結実質赤字

額に係る一般会計負担

見込額 

0 0 0  

ケ 
地方債の償還額等に充

当可能な基金の残高の

合計額 

4,203,071 4,008,794 194,277 
財政調整基金，

公共施設等整備

基金など 

コ 
地方債の償還等に充当

可能な特定の収入 
0 0 0  

サ 

地方債の償還等に要す
る経費として基準財政
需要額に算入されるこ
とが見込まれる額 

11,924,120 11,944,441 △ 20,321  
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年 度  

区 分 

令和３年度 

（Ａ） 

令和２年度 

（Ｂ） 

比較 

（Ａ）－（Ｂ） 
備 考 

シ 標準財政規模 6,988,265 6,485,782 502,483 
臨時財政対策

債発行可能額

を含む。 

ス 
基準財政需要額に算入

された公債費及び準公

債費 

947,468 915,725 31,743  

 

（単位：％，ポイント） 

セ 将来負担比率 

令和３年度 

（Ａ） 
― 

※将来負担比率 

△35.6％ 

令和２年度 

（Ｂ） 
― 

※将来負担比率 

△26.6％ 

比較 

（Ａ）－（Ｂ） 
― 

※将来負担比率 

△9.0ポイント 

注 将来負担比率の値が出ていない場合は，「－」を記載している。 

 

【算定方法】 

 

 将来負担比率 セ＝                          
[ア＋イ＋ウ＋エ＋オ＋カ＋キ＋ク]－[ケ＋コ＋サ] 

シ－ス 
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２ 令和３年度決算に基づく資金不足比率報告書 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 22条第 1項の規定によ

り，資金不足比率を次のとおり報告する。 

 

（１） 総括表 

（単位：％，ポイント） 

区  分 

法適用企業 法非適用企業 

水道事業会計 公共下水道事業特別会計 

令和３年度決算 

資金不足比率 

（Ａ） 

― ― 

令和２年度決算 

資金不足比率 

（Ｂ） 

― ― 

比較 

（Ａ）－（Ｂ） 
― ― 

(経営健全化基準) （２０．０）※公営企業ごと 

 注 資金不足額がない場合は，「－」を記載している。 

 

 

＜参 考＞ 比率の概要 

区   分 概      要 

資金不足比率 

（公営企業ごとの資金不足額

の比率） 

一般会計の実質収支にあたる公営企業会計におけ

る資金不足について，公営企業の事業規模に対する比

率を表したものである。 
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（２）法適用企業 

令和３年度は，資金不足額がないため，値が出ていない。 

ア 資金不足額 

（単位：千円） 

会計名 年度 

流動資産 

 

Ａ 

流動負債 

 

Ｂ 

算入地方債 

 

Ｃ 

資金不足額 

又は資金剰余額 

Ｄ(A-B-C) 

水道事業 
会計 

令和３年度 
（Ａ） 

677,760 119,872 0 557,888 

令和２年度 
（Ｂ） 

679,651 96,441 0 583,210 

比較（Ａ）－（Ｂ） △ 1,891 23,431 0 △ 25,322 

注 Ｄ欄が△の場合，資金不足額となる。 

 

イ 事業の規模 

（単位：千円） 

会計名 年度 

営業収益の額 

 

Ｅ 

受託工事 

収入の額 

Ｆ 

事業の規模 

 

Ｇ(E-F) 

備 考 

水道事業 
会計 

令和３年度 
（Ａ） 

431,227 0 431,227  

令和２年度 
（Ｂ） 

379,168 0 379,168  

比較（Ａ）－（Ｂ） 52,059 0 52,059 
 

 

ウ 資金不足比率 

（単位：％，ポイント） 

水道事業会計 

令和３年度 

（Ａ） 
― ※資金剰余比率 129.37％ 

令和２年度 

（Ｂ） 
― ※資金剰余比率 153.81％ 

比較 

（Ａ）－（Ｂ） 
― 

※資金剰余比率  

△24.44ポイント 

注 資金不足額がない場合は，「－」を記載している。 

 

【算定方法】 

 

 資金不足比率  ＝

Ｄ（※マイナスの場合のみ） 

Ｇ 
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（３）法非適用企業 

令和３年度は，資金不足額がないため，値が出ていない。 

ア 資金不足額 

（単位：千円） 

会計名 年度 

歳入額 

 

Ａ 

歳出額 

 

Ｂ 

算入地方債 

 

Ｃ 

資金不足額 

又は資金剰余額 

Ｄ(A-B-C) 

公共下水
道事業特
別会計 

令和３年度 
（Ａ） 

1,201,571 1,199,051 0 2,520 

令和２年度 
（Ｂ） 

1,076,640 1,076,510 0 130 

比較（Ａ）－（Ｂ） 124,931 122,541 0 2,390 

注 Ｄ欄が△の場合，資金不足額となる。 

 

イ 事業の規模 

（単位：千円） 

会計名 年度 

営業収益の額 

 

Ｅ 

受託工事 

収入の額 

Ｆ 

事業の規模 

 

Ｇ(E-F) 

備 考 

公共下水
道事業特
別会計 

令和３年度 
（Ａ） 

607,399 0 607,399  

令和２年度 
（Ｂ） 

605,023 0 605,023  

比較（Ａ）－（Ｂ） 2,376 0 2,376  

 

ウ 資金不足比率 

（単位：％，ポイント） 

公共下水道事業特別会計 

令和３年度 

（Ａ） 
― ※資金剰余比率 0.41％ 

令和２年度 

（Ｂ） 
― ※資金剰余比率 0.02％ 

比較 

（Ａ）－（Ｂ） 
― 

※資金剰余比率 

0.39ポイント 

注 資金不足額がない場合は，「－」を記載している。 

 

【算定方法】 

 

 資金不足比率  

Ｄ（※マイナスの場合のみ） 

Ｇ 



あ 


